
令和３年度税制改正に関する要望案
について検討

～企業経営委員会（木山　光委員長）～
６月29日（参加者12名）

　「令和３年度税制改正に関する要望（案）」について事
務局が説明した後、最終案の取りまとめに向け、意見
交換を行いました。
　今回の要望では、新型コロナウイルス感染症の影響
が長期的かつ広範囲にわたることを念頭に、企業の事
業継続、雇用の維持・確保はもとより、新たな挑戦を
する中小企業・小規模事業者を後押しする税制措置の
構築を強く求めています。また新規に、中小企業・小
規模事業者の生産性向上に資する設備投資減税や研究
開発税制等の延長・拡充等を織り込んでいます。
　なお、本要望は、７月27日開催の常議員会で承認さ
れ、その後、日本商工会議所へ提出しました。
　要望の概要については本誌７頁をご参照ください。

各種助成金や貸付金制度等を研究
～工業部会（小田嶋壽信部会長）～

６月17日（参加者40名）

　新型コロナウイルス感染症により苦しい経営環境に
直面している製造業中心の工業部会員を対象に、各方
面において緊急に整備された助成金や補助制度の情報
提供を行うため部会を開催しました。
　新潟市企業誘致課、（公財）新
潟市産業振興財団、（公財）にい
がた産業創造機構からそれぞ
れの各種制度説明を受け、参
加者は熱心に聴講していました。

高卒者に対する
早期求人申込みの要請受入

６月30日

　来春の高校卒業者に対する求人公開を前に新潟商業
高校の仲野孝校長と新潟工業高校の霜鳥孝幸校長、ハ
ローワーク新潟の平崎公一所長が当所を訪れ、早期の
求人申込みについての要請がなされました。
　管内企業の新規高卒求人は、昨年同時期と比べて
25%減となっており、今後も新型コロナウイルスの影響
で求人の減少が懸念されています。要請書を受け取った
早福弘専務理事は、「コロナの影響を受けている企業も
あると思うが、最大限協力
したい」と応じました。会
員事業所におかれましては、
早期の求人申込にご理解、
ご協力をお願い申し上げ
ます。

商工会議所の動 き

ピンチをチャンスに！
プレスリリースセミナー

７月６日（参加者28名）

　「広告費０円！お金をかけずに宣伝する方法～最新プ
レスリリース講座【新潟版】」と題して㈱マジックマイス
ター・コーポレーション 代表 大谷芳弘 氏を講師にセ
ミナーを開催しました。
　受講者は、新型コロナウイルス感染症の影響をチャ
ンスに変えて、新製品・新サービスをマスコミへPRす
る方法などを学びました。
　受講者からは「具体的な事例が
参考になった」などの感想が寄せ
られました。

ソーシャルディスタンス配慮の納涼大会
～商工クラブ（理事長：南波秀憲副会頭）～

７月13日（納涼大会参加者79名）

　新潟商工会議所会員の親睦団体である商工クラブは、
理事会・総会合同会議を開催し、協議事項である令和
元年度事業報告・決算と令和２年度事業計画・予算が
承認されました。

　その後、第55回納涼大会を開催しました。新型コロ
ナウイルス感染防止
対策に配慮した設営
の中、参加者は飲食
をし、古町芸妓の舞
や恒例の抽選会を楽
しみました。

要請書を受け取る早福専務理事（右）
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経営ニュースプラス

　当所は、７月27日に日本商工会議所に対し「令和３年度税制改正に関する要望」を提出しました。日本商
工会議所では、各地からの意見を集約した上で、政府をはじめ関係機関に提言・要望しています。当所の要
望概要は以下の通りです。
※詳細につきましては、当所ホームページに要望書を掲載しております。ご参照ください。
１．税制全般について
　�　新型コロナウイルス感染症の影響が長期的かつ

広範囲にわたることを念頭に、「新しい生活様式」
に基づいた多様な働き方を推進しつつ、経済活動
を活性化し、景気の回復を図らなければならない。

　�　企業の事業継続、雇用の確保を図る税制措置の
継続・拡充はもとより、現下の厳しい経営環境に
あっても新たな挑戦をする中小企業・小規模事業
者を後押しする税制措置の構築が求められる。

２．�雇用の確保と生産性向上につながる税制の実現
に向けて

　・所得拡大促進税制の延長・拡充
　・�中小企業の生産性向上・イノベーションの推進

を促す税制措置の延長
　・中小企業防災・減災投資促進税制の延長・拡充
　・創業・ベンチャー支援につながる税制措置の拡充
� 　など

３．�円滑な事業承継を後押しする税制のさらなる見
直しについて

　・株式の評価方法の見直し
　・事業承継税制の周知及び見直し
　・事業承継税制における新たな制度の検討
　・個人所有の事業用資産の譲渡に係る支援
４．消費税への対応について
　・軽減税率制度の見直し
　・インボイス制度の導入廃止　など
５．経済社会の変化に対応した税制の見直しについて
　・事業所税の廃止
　・個人事業主の欠損金の繰越期間の延長
　・二重課税の解消・印紙税の廃止
　・�ICT活用による「新しい生活様式」及び地方創生

への取組支援　など

令和２年度税制改正要望で実現した主な項目
○オープンイノベーションを促進する税制措置の創設（２年間）	 ○エンジェル税制の拡充
○５Ｇ投資促進税制の創設（２年間）	 ○交際費課税特例の延長（２年間）
○少額減価償却資産の損金算入特例の延長（２年間）	 ○消費税の申告期限の延長の特例の創設

厳しい経営環境の下、事業継続・雇用維持に資する税制の実現を‼
「令和３年度税制改正に関する要望」を提出

事業承継のお悩みは「新潟県事業承継ネットワーク」におまかせください
　新潟県事業承継ネットワークでは、県内各地にブロックコーディネーター
を配置し、円滑な事業承継に向けて、商工団体や公的支援機関、士業団
体等と連携して事業承継に関する様々なお悩みを解消するために活動し
ています。（経済産業省の「プッシュ型事業承継支援高度化事業」です）
　また、経営者保証を理由に事業承継でお困りの事業者に対しては、令
和２年４月より事業承継時の経営者保証解除について、経営者保証コー
ディネーターによる新しい支援制度がスタートしました。
　まずは当所、または新潟県事業承継ネットワーク事務局にご相談ください。ブロックコーディネーターある
いは経営者保証コーディネーターがご相談に応じます。業種、規模を問いません。もちろん相談は無料です。
　〒950-0078　新潟市中央区万代島5番１号 万代島ビル19F　新潟県事業承継ネットワーク事務局
　TEL 025-250-6034　E-mail：shokei@nico.or.jp

ブロックコーディネーター
澁木　廣

経営者保証コーディネーター
大森　幹夫

学会・イベント・式典の開催の際は、
私たちの技術をお役立てください。
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